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○福岡県警察職員財形貯蓄等事務取扱要綱の制定について（通達） 

平成１２年６月５日 

福岡県警察本部内訓第２４号 

本部長 

この度、「福岡県警察職員財産形成貯蓄及び財産形成年金貯蓄の実施について」（昭和５９年福

岡県警察本部内訓第２号）の全部を次のように改正し、６月５日から施行することとしたので、誤

りのないようにされたい。 

記 

１ 趣旨 

この内訓は、福岡県警察職員（非常勤職員及び臨時的に任用される職員を除く。以下「職員」

という。）の財形貯蓄等の事務の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 準拠 

財形貯蓄等に関する事務の取扱いについては、勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２

号。以下「法」という。）、勤労者財産形成促進法施行令（昭和４６年政令第３３２号）、勤労

者財産形成促進法施行規則（昭和４６年労働省令第２７号）その他別に定めがあるもののほか、

この内訓の定めるところによる。 

３ 定義 

この内訓において、次に掲げる用語の意義は、それぞれに定めるとおりとする。 

（１） 財形貯蓄等 一般財形貯蓄、財形年金貯蓄及び財形住宅貯蓄をいう。 

（２） 一般財形貯蓄 法第６条第１項に規定する勤労者財産形成貯蓄契約に基づく貯蓄をいう。 

（３） 財形年金貯蓄 法第６条第２項に規定する勤労者財産形成年金貯蓄契約に基づく貯蓄を

いう。 

（４） 財形住宅貯蓄 法第６条第４項に規定する勤労者財産形成住宅貯蓄契約に基づく貯蓄を

いう。 

（５） 取扱金融機関 職員の一般財形貯蓄及び財形住宅貯蓄を取り扱う金融機関及び証券会社

をいう。 

（６） 預け入れ等 職員が、一般財形貯蓄若しくは財形住宅貯蓄のため取扱金融機関に一定の

金額を預け入れ、又は財形年金貯蓄のため警察職員生活協同組合（以下「警生協」という。）

に一定の共済掛金を払い込むことをいう。 

（７） 所属長 警察本部の課長、監察官室長及び部の附置機関の長、福岡市警察部庶務課長、

北九州市警察部機動警察隊長、警察学校長並びに警察署長をいう。 

（８） 契約者 一般財形貯蓄、財形年金貯蓄又は財形住宅貯蓄の契約を締結した職員をいう。 

４ 事務の所掌 

財形貯蓄等に関する事務は、警務部厚生課長（以下「厚生課長」という。）が所掌するものと



2/6 

する。 

５ 加入資格 

財形貯蓄等の加入資格は、職員で次表の要件を満たすものとする。 

区分 加入年齢 預け入れ等の方法 

一般財形貯蓄 制限なし ３年以上の期間にわたって定期に、一定

の金額の預け入れができること。 

財形年金貯蓄 ５５歳未満 ５年以上の期間にわたって定期に、一定

の共済掛金の払込みができること。 

財形住宅貯蓄 ５５歳未満 ５年以上の期間にわたって住宅の取得、

増築、改築等のため定期に、一定の金額

の預け入れができること。 

６ 事務の取扱いに関する協定書 

警察本部長は、事務の円滑化を図るため、あらかじめ取扱金融機関及び警生協（以下「取扱金

融機関等」という。）と財形貯蓄等の事務の取扱いに関する協定書を取り交わすものとする。 

７ 取扱金融機関等 

取扱金融機関等は、別に定める。 

８ 幹事金融機関 

警察本部長は、財形貯蓄等に関する連絡調整その他事務処理を円滑に行うため、取扱金融機関

のうちから幹事となる金融機関（以下「幹事金融機関」という。）を指定するものとする。 

９ 募集 

財形貯蓄等の契約の申込みを募集する月は、次表のとおりとする。 

区分 募集する月 

一般財形貯蓄 １月 ４月 ７月 １０月 

財形年金貯蓄 １２月 

財形住宅貯蓄 ４月 １０月 

１０ 契約の申込み 

（１） 職員は、一般財形貯蓄の契約の申込みをしようとするときは別に定める一般財形貯蓄申

込書兼印鑑届に、財形住宅貯蓄の契約の申込みをしようとするときは別に定める財形住宅貯蓄

申込書兼印鑑届に所要事項を記載の上、所属長を経由して厚生課長に提出するものとする。 

（２） 職員は、財形年金貯蓄の契約の申込みをしようとするときは、警生協の定める契約申込

書に所要事項を記載の上、所属長を経由して厚生課長に提出するものとする。 

１１ 契約の制限 

（１） 職員が締結できる財形貯蓄等の契約は、一般財形貯蓄にあっては２口を、財形年金貯蓄

及び財形住宅貯蓄にあってはそれぞれ１口を限度とする。 
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（２） 職員は、一般財形貯蓄を２口契約しようとするときは、異なる取扱金融機関とそれぞれ

契約しなければならない。 

１２ 給与からの控除等 

（１） 一般財形貯蓄及び財形住宅貯蓄の預入金は、毎月の給料及び６月・１２月の期末勤勉手

当（以下この１２において「給与」という。）の支給日に契約者の給与から控除し、幹事金融

機関を経由して取扱金融機関に払い込むものとする。 

（２） 財形年金貯蓄の共済掛金は、給与の支給日に契約者の給与から控除し、警生協に払い込

むものとする。 

１３ 最高限度額 

財形貯蓄等を契約するときの最高限度額は、次表のとおりとする。 

区分 最高限度額 

一般財形貯蓄 制限なし 

財形年金貯蓄 共済掛金の累計額３８５万円 

財形住宅貯蓄 元本５５０万円 

財形年金貯蓄及び財形住宅

貯蓄の併用 

財形年金貯蓄の共済掛金の累計額及び財形住宅貯蓄の元本の合

計５５０万円（財形年金貯蓄の共済掛金の累計額は、３８５万

円を最高限度額とする。） 

１４ 預け入れ等の方法及び金額 

（１） 職員は、次のいずれかの方法により財形貯蓄等の預け入れ等を行うものとする。 

ア 毎月の給料からの預け入れ等 

イ 毎月の給料及び６月・１２月の期末勤勉手当からの預け入れ等 

（２） 一般財形貯蓄及び財形住宅貯蓄の預け入れの金額 

ア 毎月の給料の預け入れの金額は、１，０００円以上で１，０００円の整数倍の定額とする。 

イ ６月・１２月の期末勤勉手当の預け入れの金額は、両月同額とし、５，０００円以上で１，

０００円の整数倍の定額とする。 

（３） 財形年金貯蓄の払込みの金額 

ア 毎月の給料の払込みの金額は、３，０００円以上で１，０００円の整数倍の定額とする。 

イ ６月・１２月の期末勤勉手当の払込みの金額は、両月同額とし、５，０００円以上で１，

０００円の整数倍の定額とする。 

１５ 契約の変更 

（１） 契約者は、預け入れ等の金額を除き、いつでも当該契約の変更の申込みを行うことがで

きるものとする。 

（２） 預け入れ等の金額の変更の申込みは、財形貯蓄等を募集する月に行うことができるもの

とする。 
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（３） 一般財形貯蓄の契約者は、預け入れの金額、住所、氏名、届出印鑑又は貯蓄の種別を変

更しようとするときは、別に定める一般財形貯蓄等諸変更申込書（以下「変更申込書」という。）

に所要事項を記載の上、所属長を経由して厚生課長に提出するものとする。 

（４） 財形年金貯蓄の契約者は、払込みの金額若しくは期間又は受取方法を変更しようとする

ときは、警生協の定める契約変更申込書に所要事項を記載の上、所属長を経由して厚生課長に

提出するものとする。 

（５） 財形年金貯蓄の契約者は、住所、氏名、届出印鑑又は非課税限度額を変更しようとする

ときは、警生協の定める異動申告書に所要事項を記載の上、所属長を経由して厚生課長に提出

するものとする。この場合において、氏名を変更するときは警生協の定める改姓届を、届出印

鑑を変更するときは警生協の定める改印届を当該異動申告書に添付しなければならない。 

（６） 財形住宅貯蓄の契約者は、預け入れの金額、住所、氏名、届出印鑑、貯蓄の種別又は非

課税限度額を変更しようとするときは、変更申込書に所要事項を記載の上、所属長を経由して

厚生課長に提出するものとする。 

１６ 出向、退職等の通知 

所属長は、契約者が出向し、退職し、又は死亡したときは、速やかに厚生課長に通知しなけれ

ばならない。 

１７ 預け入れ等の中断及び再開 

（１） 契約者は、預け入れ等の中断及び再開をすることができる。 

（２） 契約者は、預け入れ等の中断又は再開をしようとするときは、一般財形貯蓄及び財形住

宅貯蓄にあっては変更申込書（育児休業等（厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第

２３条の３第１項に規定する産前産後休業及び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第１１０号）第２条第１項に規定する育児休業をいう。以下同じ。）をする者に係る財

形住宅貯蓄にあっては、別に定める育児休業等用財形住宅貯蓄諸変更申込書。以下「育児休業

等用変更申込書」という。）に、財形年金貯蓄にあっては警生協の定める中断・再開申込書（育

児休業等をする者に係る財形年金貯蓄にあっては、警生協の定める育児休業等払込中断（再開）

申込書）に所要事項を記載の上、所属長を経由して中断又は再開をしようとする月の前月１０

日までに厚生課長に提出しなければならない。 

（３） 一般財形貯蓄の預け入れを中断する期間は、その限度を設けないものとする。 

（４） 財形年金貯蓄の払込みを中断する期間が、最後の払込みの日から２年を経過したとき（警

生協の定める育児休業等払込中断（再開）申込書が提出されている場合を除く。）は、契約者

によって解約されたものとみなす。ただし、その２年を経過する日が当該契約において定めら

れた最後の財形年金貯蓄の払込期日以後となるときは、この限りでない。 

（５） 財形住宅貯蓄の預け入れを中断する期間は、最後の預け入れの日から２年を限度とする

（育児休業等用変更申込書が提出されている場合を除く。）。 
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１８ 貯蓄額の払戻し 

（１） 一般財形貯蓄及び財形住宅貯蓄の契約者は、当該契約を解約せずに貯蓄額の一部又は全

部の払戻しを受けようとするときは、別に定める一般財形貯蓄等払戻請求書兼解約申込書（以

下「払戻等請求書」という。）に所要事項を記載の上、所属長を経由して払戻しを受けようと

する月の初日から１０日までに厚生課長に提出しなければならない。 

（２） 一般財形貯蓄の契約者は、第１回目の預け入れを行った日から１年間は、貯蓄額の一部

又は全部の払戻しを請求することはできない。 

（３） 財形年金貯蓄については、解約する場合を除き貯蓄額の払戻しを請求することはできな

い。 

（４） 財形住宅貯蓄の契約者は、（１）の規定により払戻等請求書を厚生課長に提出するとき

は、当該払戻等請求書に登記簿謄本、工事請負契約書その他の必要書類を添付しなければなら

ない。 

（５） 厚生課長は、（１）の規定により払戻等請求書の提出を受けたときは、払戻金がその月

の末日までに払い戻されるよう手続を行うものとする。 

１９ 契約の解約 

（１） 契約者は、いつでも当該契約の解約の申込みを行うことができる。ただし、財形年金貯

蓄については、年金支払開始日前に限るものとする。 

（２） 契約者は、当該契約を解約しようとするときは、一般財形貯蓄及び財形住宅貯蓄にあっ

ては払戻等請求書に、財形年金貯蓄にあっては警生協の定める解約申込書に所要事項を記載の

上、所属長を経由して毎月の初日から１０日までに厚生課長に提出するものとする。 

（３） １８の（４）の規定は、財形住宅貯蓄の解約について準用する。 

（４） 厚生課長は、（２）の規定により払戻等請求書の提出を受けたときは、速やかにその手

続を行うものとする。この場合において、一般財形貯蓄又は財形住宅貯蓄の解約金がその解約

の請求を受けた月の翌月の末日までに払い戻されるよう手続を行うものとする。 

２０ 書類の確認、提出等 

（１） 所属長は、職員から財形貯蓄等に係る書類の提出を受けたときは、その内容を確認し、

当該書類が一般財形貯蓄又は財形住宅貯蓄に係るものであるときは別に定める一般財形貯蓄

等関係書類送付書を、財形年金貯蓄に係るものであるときは警生協の定める送付書を添付の上

厚生課長に提出するものとする。 

（２） 厚生課長は、所属長から財形貯蓄等に係る書類の提出を受けたときは、その内容を審査

するものとする。 

（３） 財形年金貯蓄の契約者は、最後の払込期日までに警生協の定める年金受給期間変更申込

書に所要事項を記載の上、所属長を経由して厚生課長に提出するものとする。 

２１ 現在高通知 



6/6 

厚生課長は、契約者に対する現在高通知を、一般財形貯蓄及び財形住宅貯蓄にあっては毎年２

回、財形年金貯蓄にあっては毎年１回行うものとする。 


